

































































































































































































































































































































































































































































































調査協力者 年齢 世帯類型 立　場 職　業 応用訓練のコース
Ｇさん 50歳 母子世帯 受講生 在宅ワーク・請負 オペレーター系
Ｈさん 33歳 母子世帯 受講生 在宅ワーク・請負 スペシャリスト系
Ｉさん 34歳 母子世帯 受講生 在宅ワーク・パート スペシャリスト系

























































































































































































































































































































































































































































































































22）　NPO 法人 C & A Creative Agency ビジネスコーディネーターからの聞き取り（2016年12月１日訪
問）。
23）　遺族年金は，社会保険料の計算対象となる所得にはならない。国民年金保険料の全額免除の基準は，
「（扶養親族等の数＋1）×35万円＋22万円」である。
24）　周燕飛（2014）の33―34頁より引用。
25）　田端博邦編（2006）の１頁より引用。
26）　2015年度予算で母子家庭等の対策総合支援事業（74億円）として，ひとり親家庭の在宅就業推進事
業（1.6億円）が実施されることになった。母子家庭等就業・自立支援センターで実施されている訓
練を受講後に，在宅就業コーディネーターによる支援を行う。実施主体は自治体に委託し，補助率は
国が２分の１，自治体が２分の１となっている。
27）　東京都では，2016年４月から2017年３月まで東京都ひとり親家庭等在宅就業推進事業（募集人数30
名）が実施されている。株式会社うるるが運営するクラウドソーシングサイト（shufti）を利用した
支援で，在宅ワークによる月３万円の収入を目指すとしている。
28）　社団法人日本社会福祉士会編（2010）の22頁より引用。
29）　同上書の23頁より引用。
30）　同上書の２頁より引用。
31）　高橋源一郎・辻信一（2014）の11―12頁より引用。
参考文献
有留順子・石川義孝「東京大都市圏におけるテレワークと分散型オフィスの立地」『地理学評論』第76巻
第１号，2003年１月。
イエスタ・エスピン = アンデルセン（大沢真理監訳）『平等と効率の福祉革命』岩波書店，2011年。
池田秀登編『事例から考える就労支援』萌文社，2016年。
（　　）
23ひとり親家庭等の在宅就業支援事業の終了後の実態（髙野）
23
立命館経済学66巻１号―念校　Ａ
上村勇夫『知的障害者が長く働き続けることを可能にするソーシャルワーク』ミネルヴァ書房，2016年。
小林美希『ルポ  母子家庭』ちくま新書，2015年
佐口和郎「地域雇用政策とは何か」（神野直彦編『自立した地域経済のデザイン』有斐閣，2004年）。
佐口和郎編『事例に学ぶ地域雇用再生』ぎょうせい，2010年。
佐藤英人「仕事と家事の両立を目指した在宅就業の現状と課題」 『日本地域政策研究』 第15号，2015年９月。
社団法人日本社会福祉士会編『ソーシャルワーク視点に基づく就労支援実践ハンドブック』中央法規出版，
2010年。
周燕飛『母子世帯のワーク・ライフと経済的自立』労働政策研究・研修機構，2014年。
鷹木恵子「チュニジア農村部女性の内職にみる民俗知識と技法」（大塚和夫編『現代アラブ・ムスリム世
界』世界思想社，2002年）。
髙野剛「家内労働法の問題点と在宅ワーク」『産業と経済』第22巻第１号，2007年３月。
―「母子家庭の母親の就労支援と在宅ワーク」『立命館経済学』第64巻第５号，2016年３月。
―「ひとり親家庭等の在宅就業支援事業における家内労働の実態」『立命館経済学』第65巻第５号，
2017年３月。
高橋源一郎・辻信一『弱さの思想』大月書店，2014年。
竹中ナミ「グローカルインタビュー：どうする障害者の就労促進「雇用率」重視超える政策を在宅就労支
援のシステム必要」『日経グローカル』第286号2016年２月。
谷本雅之「家内労働と女性」『アジア遊学』第186号，2015年７月。
田端博邦編『地域雇用政策と地域』東京大学社会科学研究所研究シリーズ No. 22，2006年。
中西穂高・松村茂・定平誠他「座談会  テレワークによる地域活性化の可能性」『日本テレワーク学会誌』
第７巻第２号，2009年10月。
中西穂高・比嘉邦彦「テレワークを活用したアウトソーシングの地域活性化効果に関する研究」『日本テ
レワーク学会誌』第７巻第２号，2009年10月。
中原さとみ・飯野雄治編『働くこととリカバリー』クリエイツかもがわ，2010年。
福原宏幸「就職困難者問題と地域就労支援事業」（埋橋孝文編『ワークフェア』法律文化社）。
藤原佳典・南潮編『就労支援で高齢者の社会的孤立を防ぐ』ミネルヴァ書房，2016年。
森川信男『オフィスとテレワーク』学文社，2005年。
御前由美子『ソーシャルワークによる精神障害者の就労支援』明石書店，2011年。
安田尚道・塚本成美『社会的排除と企業の役割』同友館，2009年。
山岡由美「精神障害のある人たちの在宅勤務の実際からみる促進要因の検討と課題」『岩手県立大学社会
福祉学部紀要』第17号，2015年３月。
山本沙希「現代アルジェリアにおける家内労働と女性」『人間文化創成科学論叢』第18巻，2016年３月。
（　　）
24 立命館経済学（第66巻　第１号）
24
